
平成１３年度 政策評価書（中間段階の事業評価）
担当部局：運用局訓練課
実施時期：１３年６月～８月

米国における射撃訓練事 業 名 ：事 業 名 ：事 業 名 ：事 業 名 ：

自衛隊の効果的な運用（訓練）政 策 分 野 ：政 策 分 野 ：政 策 分 野 ：政 策 分 野 ：

陸上自衛隊は、様々な火器を装備した部隊を編成し、練度の向上に努めているが、多連装ロケットシステム(MLR事 業 内 容 ：事 業 内 容 ：事 業 内 容 ：事 業 内 容 ：
S)、戦車、多目的誘導弾システム(MPMS)等の装備品については、国内演習場が狭隘である等の理由により、国内演
習場で当該火器等の機能を最大限に発揮できない。このため、制約の少ない米国の演習場に部隊を派遣し、実戦的
な実射訓練を実施する。

５. ８億円所 要 経 費 ：所 要 経 費 ：所 要 経 費 ：所 要 経 費 ：

○評価の内容○評価の内容○評価の内容○評価の内容

１．事業の目的

着上陸侵攻に対処するためには、多連装ロケットシステム、戦車、多目的誘導弾等の火器を引き続き整備し、これらの火器を部隊
が効果的に運用するために、日々訓練を実施し、部隊の練度の維持・向上に努めることが必要不可欠である。
しかしながら、国内の演習場では、面積の制約上、射撃距離が十分確保できず（我が国最大の矢臼別演習場でも最大射撃距離が18

km 、また、射撃の陣地や方向を大きく転換できないこと等から、当該火器の機能を最大限に発揮させた状態で、実戦的な実射訓練）
を行うことができない。
本事業は、制約が少ない米国の演習場（ワシントン州ヤキマ演習場（最大射撃距離が30km ）に部隊を派遣し、実戦的な実射訓練）

を行うことで、戦車部隊等の単独の部隊による射撃や、普通科部隊と戦車部隊等による相互連携の下での射撃・機動の実施等、任務
遂行に必要な部隊の射撃能力を維持・向上を図るものである。

２．事業の必要性・適正性

（１）当該事業の位置付け
①防衛庁の政策分野及び上位の事業体系における当該事業の役割
中期防衛力整備計画において、敵の着上陸侵攻対処として、多連装ロケットシステム、戦車、多目的誘導弾等の火器を整備する

こととされており、これらの火器を使用した部隊の射撃能力を確保するため、制約が少ない米国の演習場で実戦的な実射訓練を行
うものである。



②防衛庁が当該事業を実施する理由
陸上自衛隊は、着上陸侵攻に際し、敵を撃破できるよう様々な火砲を装備し、これらの火器の特性を活かした上で、部隊として

総合的に運用し、その射撃能力や戦術技量の向上を図ることが必要である。こうした日々の訓練を積み重ねることで、我が国の平
和と安全が確保されることになる。
敵の着上陸侵攻に対して火砲等により対処し、我が国の国土の平和と安全を確保する主体は、防衛庁・自衛隊のみである。

（２）当該事業の必要性
①既存の装備等によらない理由
近年、装備品の開発が進み、射距離が長くなる等、性能が大幅に向上していることに伴い、国内の演習場では広さの面で十分確

保できず（我が国最大の矢臼別演習場でも最大射撃距離が18km 、また、射撃の陣地や方向を大きく変更できないこと等から、そ）
の性能を十分に発揮した実弾射撃訓練を行うことができない。
具体的には、射撃を行う場所までの移動、同地点での射撃準備、射撃場所においての目標確認、実弾射撃訓練（特に、最初の目

標への射撃がはずれた場合の照準の修正等）及び射撃後の陣地変換等が、国内の演習場では十分実施できない状況である。
また、国内の演習場で射撃訓練を行う場合、周辺地域の住民等との関係で、騒音等の環境問題に対しても配慮する必要がある。
さらに、戦車等は練度を維持・向上させるために、可能な限りシミュレーターを用いた訓練を行っているが、シミュレーターの

精度が向上してきているものの、実射訓練と全く同一の状況を再現できないため、シミュレーターによる訓練だけでは不十分であ
り、実射による訓練が必要である。
こうした状況に対し、広い面積が確保できる米国の演習場で射撃訓練を行うことにより、戦車部隊等の単独の部隊による射撃訓

練や普通科部隊と戦車部隊等の部隊間における相互連携の下での機動を伴う射撃訓練が実施でき、部隊の練度向上が図られる。
それ故、火器等の機能を最大限に発揮する実戦的な射撃訓練を、平成４年度から米国の演習場で実施してきている。

②代替手段との比較検討状況
上記①に示した理由から、国内において代替演習場の確保及び代替方法による射撃訓練の実施が困難である。米国での射撃訓練

は、ワシントン州ヤキマ演習場で実施しているが、同演習場には、コンピューターにより射撃目標の位置が操作可能な戦闘射場が
存在し、実戦的かつ効率的な射撃訓練を行うことができる。また、同演習場を利用する場合、交通インフラの関係上、装備品の荷
役及び集積に効果的であり、それ故、人員・装備の移動に要する時間が短い。
以上のことから、同演習場で訓練を実施することが最適であると考える。

（３）当該事業における装備品等の数量等の事業内容の必要性・妥当性
これまで、米国における射撃訓練では、国内演習場が狭隘である関係上制約が生ずる火器の射撃訓練に対し、その訓練に最低

限必要な基本単位である１個小隊を米国に派遣している。平成１４年度においても、以下の装備品について、部隊射撃能力を保
持する観点から、それぞれ１個小隊規模の訓練を米国で実施するものである。
・多連装ロケットシステム：広地域目標に対する同時制圧の射撃や目標変換を伴う射撃が行えない。
・９０式戦車：走行間射撃、稜線上の目標に対する射撃及び目標変換を伴う射撃が行えない。
・９６式多目的誘導弾システム：遠距離目標射撃、広地域目標に対する同時制圧の射撃並びに目標変換及び回り込みを伴う射撃

が行えない。
・対戦車誘導弾：遠距離目標射撃、目標変換を伴う射撃といった基本的機能を発揮するための射撃が行えない。



・対戦車ヘリコプター：遠距離目標射撃、目標変換を伴う射撃及び地域を制圧するための射撃が行えない。

３．事業実施の効果・時期

（１）実施効果
国内では演習できない火砲の最大射程による射撃訓練、大きな方向転換を伴い、広い面積を必要とする射撃訓練、普通科部隊と

戦車部隊等といった他職種が連携して行う射撃訓練の練度の向上を図ることができる。

（２）実施時期
部隊の練度の維持・向上のため、平成４年度から継続的に実施しているが、平成１４年度においても従来と同様実施する。

○今後の対応○今後の対応○今後の対応○今後の対応

部隊が実戦的な射撃を念頭において訓練を実施し、部隊の練度の維持・向上を図るため、今後とも引き続いて実施することを予
定している。

○その他の参考情報○その他の参考情報○その他の参考情報○その他の参考情報
別添資料を参照。














